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　県の関与の必要性

　成果指標A
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産業人材力の強化

％
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成果と指標
の関係フロー
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達成率

中

算定方法

県立高等技術専門校の施設内訓練生の就職率

フロー
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研修受講者・グループリーダー数

求職者については、技能を習得し、就職することが目
的となるため

選択理由 選択理由

成果と指標
の関係

求職者を対象とした訓練における訓練終了３ヶ月後の
就職者/（修了者+途中退校就職者）
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％
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単　位 ％
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施策名

区分
成果指標A

88

最終目標

　中小企業の競争力の強化・新産業の創出に直結するＩＴ技術の高度化（人材育成）は、県の産業政策遂行
上、必要不可欠であり、現状の事業規模を維持することが必要であるが、企業ニーズの高い実践的でスキル
アップにつながる講座の開設を図ることにより、より質の高い人材を養成することが期待できる。

施 策 の 評 価
　職業能力開発促進法第４条及び１６条の規定により、求職者への就職に資する職業訓練や技能向上のた
めの在職者訓練を実施する職業能力開発校（高等技術専門校）の設置は都道府県の責務であって、職業
能力の開発・向上は、求職者の就職促進、労働者の職業生活の安定にとって重要であり、ひいては地域産
業の発展、経済の活性化へとつながる。本県経済の活性化を図るためには、産業振興の方向性と企業ニー
ズを見極めながら、第９次愛媛県職業能力開発計画（えひめ産業人材力強化戦略）を踏まえ、産業人材力
の育成・強化を積極的に推進する必要がある。
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 少子高齢化による若年層の減少や同世代のものづくり離れの傾向から技術・技能の円滑な継承や企業の中核
となる産業人材の不足が懸念されているところである。
　このため、在学中からものづくりに親しむ環境づくりや多様化した企業ニーズに対応できる職業訓練や高度な
人材養成など、これまで以上に多様な取り組みが求められるものと想定される。

順調・向上

　高等技術専門校が地元産業を担う人材の育成拠点となり、地域から信頼され期待される人材養成機関とし
ての機能を果たして、訓練科目・カリキュラムを地場産業の動向に迅速に対応し、地元ニーズに応じた施設
内訓練・在職者訓練を実施するとともに、充実した就職支援を講じることにより、就職率のさらなる向上を図る
ことが期待できる。
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研修受講者は、着実に個々の技術・技能が向上してお
り、その人数は、全体としてのレベルアップの成果であ
り、人材育成が図られたと考えられるため。

連絡先

国費 その他

指標の
種類

これまでの取組み

　県立高等技術専門校（新居浜、今治、松山、宇和島の４校）において、新規学卒者や離転職者等を対象に１～２年間の普
通課程、２ヶ月～１年間の短期課程の職業訓練を実施するとともに、民間教育訓練機関等を活用し、離職者等を対象とした
多様な短期委託訓練を実施。訓練生のための就職支援体制を整備し、巡回就職支援指導員を8名及び就職支援員１名配
置している。また、企業等の在職者向けに、技能資格の取得等に対応した訓練を実施し、人材育成を図っている。
　県内企業者等を対象とする企業ニーズにマッチした実践的かつ高度なＩＴ研修を実施することにより即戦力として活躍でき
るＩＴ人材を育成。また、ものづくり系産業の技術力向上・活力維持を図るため、「今治地域造船技術センター」や「新居浜市
ものづくり産業振興センター」等の認定職業訓練に対する助成等により、地場産業の振興を図るとともに、愛媛マイスターの
認定・派遣により、技術・技能尊重の機運を醸成するほか、愛媛県教育委員会と連携し、小・中・高校へ熟練技能者を派遣
し実技体験の開催やセミナーを実施することで、ものづくりへの関心を高めるとともに地元産業への理解を深め、実践的な
職業・キャリア教育を行う。
　労働者の有する技能を公証する国家資格である技能検定を実施し、労働者が目標を持って技能向上を目指すことにより、
産業人材力の強化を図る。
○23年10月　 第９次愛媛県職業能力開発計画（えひめ産業人材力強化戦略）策定

課長労政雇用課 評価責任者担当部局名

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

亀井　崇経済労働部 管理局

成長産業が求める人材の育成と地場産業を支える中核人材の育成を図る。

ＩＴ研修の受講者数及びグループリーダー育成数の合
計

県費

成果指標名（目標の達成度合いを示す指標）

計画
千円

様式１
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事業名

技能向上対策事業費

愛媛マイスター等事業費

ものづくり人材育成支援事業費

障害者就労促進事業費

訓練管理費

高等技術専門校機器整備事業費

訓練事業費

222,684

5,431

高等技術専門校整備費

今治タオルものづくり人材力強化
事業費

離職者等職業能力開発事業費

1,152

33,445

高度ＩＴ人材創出・育成事業費

職業能力開発審議会運営費
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成 果 と 財 源 配 分 に 関 す る 方 針

125.0%

108.8%

100.0%

161,784

7,416

36,402

1,349

14,831

12,885

2.5

108.6%

108.8%

87.7%3,068

27年度当初
予算額（千

円）

3

3
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成 果
向 上
余 地

1

59,614

2

21,727

27,289

愛媛マイスター派遣人数

商店街地域再生リーダー育成事
業費

1,349

　高等職業訓練校においては、時代の変化に応じた訓練内容の実施に努めた結果、訓練生
の高い就職率を実現しているほか、その他、産業力人材強化に関わる事業においても一定の
成果をあげているところである。
　なお、限られた予算の制約の中で、現状以上の成果を挙げていくには、一層効率的な施策
や事業執行に取り組む必要がある。
　具体的には、各職業訓練校において、①地域の産業特性に応じた訓練②就職支援の充実
③新産業への対応　を推進するほか、国の施策である「若年者技能人材育成等支援事業」を
最大限活用し、限られた予算の中で効果の高い技能人材育成を図っていくこととしている。
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審議会審議事項
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評価結果　（3：高い～１：低い）

技能検定受検者数

成 果
動 向
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今 後 の 方 向 ② （ 構 成 事 業 の 見 直 し ）
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今 後 の 方 向 ① （ 施 策 の 方 向 性 ）

29,541

合計 556,110 235,280 791,390

21,970

1,349 47.8%

3

3 2

2

3,371

3

2.5

施設内訓練の就職率

整備必要数に対する整備数の割合

77.5%

3

12,032

106,646

訓練修了者数

就職率

施設内訓練の就職率

就職率


